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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から12月31日まで）のわが国経済は、緩やかなが

らも回復傾向が続きましたが、中国や新興国経済の減速等により回復ペースは鈍化し、総じて弱め

の動きとなりました。個人消費は、雇用・所得環境の緩やかな回復や猛暑の恩恵を受け、若干持ち

直しの動きとなったものの、その後、食品価格の上昇、８月の株価下落による消費マインドの低下

及び暖冬の影響等により、弱含みで推移しました。また、企業の設備投資も中国や新興国経済の減

速等から慎重姿勢を強め、投資を一部先送りする動きなど低調な動きとなりました。 

海外経済は、全体として緩やかに回復したものの、中国や新興国中心に減速感が強まりました。

米国経済は、個人消費を中心に緩やかな拡大傾向を維持しましたが、ドル高と原油安が足かせとな

って企業業績は全般に弱含みとなりました。欧州経済は、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による金融緩和

によって緩やかな回復基調が続きました。中国経済は、過剰資本ストック等の構造調整圧力から減

速傾向が続きました。 

株式市場では、日経平均株価が４月に19,100円台で始まった後、海外投資家による買いを原動力

に６月に一時21,000円に迫る動きもありました。しかし、８月以降は中国の人民元切り下げをきっ

かけに、新興国をはじめとする世界景気の減速懸念から海外投資家による売りが増加して急反落、

９月には一時17,000円を割り込みました。その後、11月４日に日本郵政グループ３社の株が上場さ

れ、日経平均株価は12月１日に20,000円台を回復したものの、中国経済の先行き不安と原油の先安

観等を受け、12月末は19,033円で取引を終えました。４～12月の東証１部の１日当たりの平均売買

代金は２兆8,811億円となり、前年同期の２兆2,891億円を上回りました。 

債券市場では、長期金利の指標である10年物国債利回りは、４月に0.4％台で始まった後、日本

銀行が追加金融緩和に踏み切るとの観測から一時0.28％台まで低下しました。しかし、日本銀行が

追加緩和を見送ったことやＦＲＢ（連邦準備制度理事会）の利上げ観測によって米国長期金利が上

昇したことで、６月に利回りは一時0.545％まで上昇しました。その後、世界的株安や原油安によ

る物価指数の低下から利回りは再び低下基調をたどり、12月末は0.27％で取引を終えました。 

為替市場では、日本銀行の量的緩和やＦＲＢの利上げ観測から６月にかけてドル高円安が進み、

１ドル＝125円台となりました。８月に世界的な株安を受け一時116円台まで円高が進み、その後118

円台から120円台で推移しました。12月にＦＲＢが９年半ぶりに利上げを行ったことにより、123

円台後半まで円安が進みましたが、中国株安や原油安によるリスク回避の動きが加わり、その後は

ややドル安円高に転じて、12月末は120円台で取引を終えました。 

 

当社グループは、経営計画「Ambitious ５（アンビシャス ファイブ）」を平成24年４月にスタ

ートさせ、平成26年度以降を同計画のセカンドステージとして位置づけ、より進化した施策を推進

しております。同計画のセカンドステージでは、基本理念は堅持しつつ、お客様の利便性を高める

新たな機能の取り込みやグローバルネットワークの拡充等を図り、独自性ある総合金融グループと

して、「Leading Player in ASIA(リーディング プレイヤー イン アジア)」となることを目指して

おります。 
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当社グループの中核である東海東京証券株式会社では、個人営業部門において、「安定収益重視

型営業」、「顧客セグメント別マーケティング戦略」に加え、「顧客採算を重視した営業」を引続き

推進しております。 

富裕層のお客様向けには、新ブランド「Orque d'or（オルクドール）」及び新ブランドに係るメ

ンバーシップ制度（「オルクドールメンバー」）を創設し、家族ぐるみの真のパートナーとして、資

産に関するあらゆるサービスの提供により、世代を超えた「ゆたかさの継承」を支援するとともに

「最高のおもてなし」を提供いたします。また、本年３月には、大名古屋ビルヂングの最上階（33

階）にオルクドールメンバー向けサロンである「オルクドール・サロン」を開設いたします。 

成熟層を中心としたお客様向け施策としては、本年１月に西三河地域での当社のプレゼンス拡大

と職域サービスの充実を図るため、トヨタＦＳ営業部「プレミアサロン豊田営業所」を設置いたし

ました。 

資産形成層を中心としたお客様向け施策としては、ネットとコールによる取引「かんたんダイレ

クトサービス」において、ネット機能の拡充やコールセンター業務のサービス向上に努めてまいり

ましたが、その取組みが評価され、東海東京証券株式会社のホームページ及びコールセンター業務

に関し、「ヘルプデスク協会（ＨＤＩ-Japan）」の格付けにて、それぞれ最高評価となる三つ星の評

価を獲得いたしました。 

 

同計画に基づくアライアンス戦略の一環として、４月にマレーシアにおいてユニバーサルバンク

を展開する同国独立系最大手の投資銀行、Ｋ＆Ｎケナンガ・ホールディングスと業務提携し、５月

には資本出資いたしました。この業務提携は、両社が戦略的パートナーシップの下、それぞれのお

客様のためのサービス拡充に必要な情報収集力の強化、商品提供力の拡大等を目的としております。 

一方、国内におけるアライアンス戦略においては、株式会社西日本シティ銀行との合弁会社であ

る西日本シティＴＴ証券株式会社が６月に行橋支店、12月に熊本支店を開設いたしました。 

また、多様化かつ高度化するお客様のご要望に応える体制を整えるべく、当社グループ内に分散

する相続や税務等に係る情報提供機能を東海東京ウェルス・コンサルティング株式会社（５月に東

海東京ＳＷＰコンサルティング株式会社から商号変更）に集約いたしました。東海東京証券株式会

社のお客様のみならず、提携合弁証券会社や関係金融機関のお客様に対しても、高度なソリューシ

ョンや総合的なコンサルティングの提供を行っております。 

 

女性の活躍推進につきましては、育児等と就業の「両立支援」と女性の「成長支援」の両輪で施

策を展開するとともに、女性管理職比率向上に向け、数値目標及び行動計画を策定するなど、積極

的に取り組んでおります。こうした取組み等により、東海東京証券株式会社は、昨年度、名古屋市

より受賞した「名古屋市女性の活躍推進企業認定（優秀賞）」に加えて、９月に愛知県より「女性

の活躍企業」（愛称：あいち女性輝きカンパニー）の認証を受けました。また、当社においても、

12月に東京都より女性活躍推進に取組む企業等を表彰する「東京都女性活躍推進大賞」の優秀賞を

受賞いたしました。 
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当社グループは、地域貢献の一環として、ホームマーケットである中部地区に拠点を置くＪ１リ

ーグの「名古屋グランパスエイト」とオフィシャルパートナー契約を締結いたしました。同クラブ

の「地域のスポーツ振興」や「地域の活性化」への取り組みを当社グループも地域密着、地域貢献

を目指す企業として支援するものです。 

アジア地域においては、平成25年11月、大型台風により被災したフィリピンに当社の提携先であ

るメトロバンク・グループ及び国際ＮＧＯを通じて義援金を拠出しましたが、６月に同国レイテ島

の小学校において、当社寄贈の新校舎が落成し、引渡されました。 

なお、東海東京証券株式会社において、ホームマーケットである中部地域を中心に地域貢献活動

を積極的に推進するため、10月に「ＣＳＲ推進部」を設置いたしました。 

 

当社グループは、10月に「東海東京フィナンシャル・グループ誕生15周年」を迎えました。（平

成12年10月、東海丸万証券株式会社と東京証券株式会社の合併により東海東京証券株式会社が誕生

いたしました。） 

全てのステークホルダーの皆様への感謝の意を表するとともに、グループ一丸となって経営計画

「Ambitious ５（アンビシャス ファイブ）」の各種施策を遂行し、企業価値向上に邁進してまい

る所存です。 

 

当社グループの経営成績の状況は、以下のとおりであります。 

当第３四半期連結累計期間の営業収益は15.3％減少（前年同期増減率。以下、同じ。）し530億87

百万円、純営業収益は15.4％減少し520億98百万円となり、営業利益は42.3％減少し114億46百万円、

経常利益は39.1％減少し135億55百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は26.6％減少し106

億49百万円となりました。 

（受入手数料） 

受入手数料の合計は 19.0％減少し 271億 33百万円となりました。内訳は、以下のとおりです。 

① 委託手数料 

当第３四半期連結累計期間の委託手数料は 7.1％減少し 132億 88 百万円となりました。 

このうち株券については、東海東京証券株式会社における株式委託売買代金が 2.2％増加し２

兆 8,642 億円となったものの、個人投資家の売買減少により 11.3％減少の 123 億円となりま

した。 

② 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は 5.9％増加し５億 55 百万円とな

りました。このうち株券については 31.7％増加し３億 17 百万円となりました。また、債券に

ついては 16.0％減少し２億 38 百万円となりました。 

③ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は 39.4％減少し 84 億 86 百万円

となりました。このうち受益証券については、投資信託の販売額が減少したことから 39.5％

減少し 84億 53 百万円となりました。 
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④ その他の受入手数料 

その他の受入手数料は 3.6％増加し 48 億２百万円となりました。このうち受益証券の代行

手数料は 0.7％増加し 35億 10 百万円となりました。 

（トレーディング損益） 

当第３四半期連結累計期間の株券等トレーディング損益は、外国株式の売買減少により

10.8％減少し 106億 50百万円の利益となりました。また、債券・為替等トレーディング損益は、

外貨建債券・仕組債の売買の減少等により 11.5％減少し 129 億 46 百万円の利益となりました。

この結果、トレーディング損益の合計は 11.2％減少し 235億 96 百万円の利益となりました。 

（金融収支） 

当第３四半期連結累計期間の金融収益は 10.9％減少し 23 億 56 百万円となりました。また、

金融費用は 9.7％減少し９億 89 百万円となり、差引の金融収支は 11.8％減少し 13 億 67百万円

の利益となりました。 

（販売費及び一般管理費） 

当第３四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費は、取引関係費が提携証券からの外債販

売の取次ぎ量の増加に伴う支払手数料の増加等から3.8％増加し91億17百万円、人件費は9.8％

減少し 189億 63百万円となりました。また、不動産関係費は 0.3％減少し 44億 45 百万円、事

務費は 10.2％増加し 49 億 38 百万円となり、減価償却費は 0.4％増加し 13 億 86 百万円となり

ました。 

この結果、販売費及び一般管理費の合計は 2.7％減少し 406億 52 百万円となりました。 

（営業外損益） 

当第３四半期連結累計期間の営業外収益は 11.1％減少し 21 億 84 百万円となりました。主な

増減は、投資事業組合運用益が 204.5％増加し２億 57百万円となる一方、受取配当金は 20.8％

減少し４億１百万円に、持分法による投資利益は 23.0％減少し９億 57百万円となりました。 

（特別損益） 

当第３四半期連結累計期間は、投資有価証券売却益で 22 億 33 百万円の特別利益を計上いた

しました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産） 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は 2,229億 50百万円増加（前連結会計年度末比。以下、

同じ。）し 6,810億 57 百万円となりました。このうち流動資産は 2,232億 26百万円増加し 6,385

億 54 百万円となりました。主な増減は、トレーディング商品（資産）が 1,372億 68 百万円増加

し 3,353 億 21 百万円に、信用取引資産が 196 億 62 百万円増加し 584 億 21 百万円に、有価証券

担保貸付金が 736 億 52 百万円増加し、1,531 億 20 百万円に、一方、現金及び預金が 119 億 69

百万円減少し 445億 58百万円となりました。また、固定資産は、２億 75百万円減少し 425億３

百万円となりました。 
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（負債） 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は 2,256 億４百万円増加し 5,263 億 59 百万円となり

ました。このうち流動負債は 2,298 億 87百万円増加し 5,128 億 74百万円となりました。主な増

減は、トレーディング商品（負債）が 944億 65百万円増加し 1,645 億 90百万円に、有価証券担

保借入金が 1,372億 38百万円増加し 1,420億 44百万円に、預り金が 128億 93百万円増加し 373

億 61 百万円に、一方、約定見返勘定（負債）が 93 億 86 百万円減少し 15 億 15 百万円に、１年

内償還予定の社債が 50億 65 百万円減少し 326億 36百万円となりました。また、固定負債は 43

億 34 百万円減少し 130億 44 百万円となりました。 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は26億53百万円減少し1,546億98百万円となりま

した。主な増減は、利益剰余金が16億23百万円増加し837億63百万円に、自己株式が取締役会決

議による自己株式取得を行ったことなどにより27億66百万円増加（純資産は減少）し△64億６

百万円に、その他有価証券評価差額金が８億28百万円減少し31億50百万円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当社グループの主たる事業は金融商品取引業であり、業績は相場環境の変動の影響を受ける状況

にあります。この事業の特性に鑑み業績予想を行うことは困難であるため、業績予想を開示してお

りません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月

13 日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

７号 平成 25年９月 13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期

間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余

金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に

変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会

計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の

表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項（４）、連結会計基準第

44－５項（４）及び事業分離等会計基準第 57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、平成 27 年７月 31 日開催の取締役会において、会社法第 165 条３項の規定により読み替えて適

用される同法第 156条の規定に基づき、自己株式の取得を決議し、自己株式 3,000,000株（取得価額 2,822

百万円）の取得を行いました。これを主な要因として、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が

2,766百万円増加しております。 
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４．補足情報
（１）受入手数料及びトレーディング損益の内訳

①手 数 料 収 入

（単位：円） 　（イ）科 目 別 内 訳 （単位：百万円）

委 託 手 数 料 14,308 13,288 △ 1,020 △7.1   

（株　　　　　券） ( 13,863 ) ( 12,300 ) ( △ 1,563 ) ( △11.3   )

（債　　　　　券） ( 15 ) ( 21 ) ( 6 ) ( 40.7   )

（受　益　証　券） ( 429 ) ( 965 ) ( 536 ) ( 124.8   )

引受け・売出し・特定投資家向け
売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料 525 555 30 5.9   

（株　　　　　券） ( 240 ) ( 317 ) ( 76 ) ( 31.7   )

（債　　　　　券） ( 284 ) ( 238 ) ( △ 45 ) ( △16.0   )

募集・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の取扱手数料 14,012 8,486 △ 5,526 △39.4   

（受　益　証　券） ( 13,964 ) ( 8,453 ) ( △ 5,510 ) ( △39.5   )

そ の 他 の 受 入 手 数 料 4,635 4,802 166 3.6   

（受　益　証　券） ( 3,487 ) ( 3,510 ) ( 23 ) ( 0.7   )

合 計 33,482 27,133 △ 6,348 △19.0   

（単位：円） 　（ロ）商 品 別 内 訳 （単位：百万円）

株 券 14,195 12,680 △ 1,515 △10.7   

債 券 362 301 △ 60 △16.8   

受 益 証 券 17,882 12,930 △ 4,951 △27.7   

そ の 他 1,042 1,221 179 17.2   

合 計 33,482 27,133 △ 6,348 △19.0   

②トレーディング損益

（単位：円） （単位：百万円）

株 券 等 11,947 10,650 △ 1,296 △10.8   

債 券 ・ 為 替 等 14,621 12,946 △ 1,675 △11.5   

合 計 26,568 23,596 △ 2,971 △11.2   

前第３四半期
連結累計期間

前第３四半期
連結累計期間

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減額

増減額

増減率

増減率

増減額
対前年同期比

対前年同期比

対前年同期比

増減率

％ 

％ 

％ 
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（２）四半期連結損益計算書の推移

(単位：百万円）

前年同期比

第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期

２６.１０.１～
２６.１２.３１

２７.１.１～
２７.３.３１

２７.７.１～
２７.９.３０

２７.１０.１～
２７.１２.３１

11,844 10,599 11,046 7,962 8,125 

4,840 4,707 5,078 4,047 4,162 

（ 株 券 ） 4,626 4,454 4,848 3,694 3,757 

223 254 116 116 323 

5,269 4,092 4,270 2,190 2,026 

（ 受 益 証 券 ） 5,262 4,084 4,258 2,181 2,013 

1,510 1,544 1,581 1,607 1,613 

（ 受 益 証 券 ） 1,167 1,168 1,201 1,184 1,124 

11,035 8,858 8,719 7,300 7,576 

（ 株 券 等 ） 5,761 4,785 4,828 2,678 3,143 

（ 債 券 ・ 為 替 等 ） 5,273 4,073 3,890 4,621 4,433 

827 544 936 655 764 

23,707 20,003 20,702 15,918 16,467 

309 230 306 276 406 

23,398 19,772 20,395 15,642 16,060 

3,451 3,407 3,419 2,903 2,794 

7,391 6,982 6,983 5,817 6,162 

1,468 1,500 1,485 1,487 1,471 

1,500 1,603 1,578 1,709 1,650 

471 477 448 470 466 

187 182 233 217 216 

-  26 0 8 △ 8 

336 361 448 377 307 

14,808 14,542 14,597 12,991 13,062 

8,590 5,230 5,797 2,650 2,997 

731 1,065 851 829 503 

497 427 465 248 242 

234 638 385 581 260 

5 17 23 43 7 

5 17 23 43 7 

9,317 6,277 6,625 3,436 3,493 

-  702 794 677 761 

27 257 31 21 2 

9,289 6,723 7,388 4,092 4,252 

2,376 3,347 890 1,655 559 

784 △ 640 1,211 △ 254 837 

6,128 4,016 5,287 2,691 2,856 

126 17 131 △ 8 62 

6,002 3,998 5,155 2,700 2,793 

平成28年３月期
連結会計年度

営 業 収 益

受 入 手 数 料

平成27年３月期
連結会計年度

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

親会社株主に帰属する四半期純利益

経 常 利 益

非支配株主に帰属する四半期純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

四 半 期 純 利 益

特 別 損 失

そ の 他

特 別 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 計

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

営 業 外 費 用

人 件 費

不 動 産 関 係 費

営 業 外 収 益

減 価 償 却 費

営 業 利 益

そ の 他

金 融 収 益

営 業 収 益 計

金 融 費 用

純 営 業 収 益

そ の 他

取 引 関 係 費

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

租 税 公 課

事 務 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 れ

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

募 集 ･ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家 向 け
売 付 け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料

そ の 他 の 受 入 手 数 料

委 託 手 数 料

引 受 け ・ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家 向 け
売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料

２７.４.１～
２７.６.３０
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